
１．住所 891‐3193 8 ．短縮耐用年数の承認 有 ・ 無

9 ．増加償却の届出 有 ・ 無

４．事業種目 10 ．非課税該当資産 有 ・ 無

（電話 ）（資本金等の金額）              （ 11 ．課税標準の特例 有 ・ 無

２．氏名 西之表商事株式会社 12 ．特別償却又は圧縮記帳 有 ・ 無

代表取締役社長  西之表 太郎 ５．事業開始年月

６．この申告書に応答
する者の係及び氏名

経理係　種子島一郎

（屋号 ） ７．税理士等の氏名 鹿児島太郎 14 ．青色申告 有 ・ 無

本社

1 構築物 円 円

2 機械及び装置

3 船舶

4 航空機

5 車輌及び運搬具 16．借用資産 貸主の名称等

6
工具、器具及び
備品

7 合計 17．事業所用家屋の所有区分 自己所有・借家

18．備考（添付書類等）

1 構 築 物 円 円

2
機 械 及 び

装 置

3 船 舶

4 航 空 機

5
車 輌 及 び
運 搬 具

6
工 具 、 器 具
及 び 備 品 前年度より資産の増減あり

7 合 計

平成19年1月1日 令和8年度 所 有 者 コ ー ド
第
二
十
六
号
様
式

受付印

西之表市長 殿 償却資産申告書（償却資産課税台帳）

所
 

有
 

者

３．個人番号
　　は法人番
号

（又は納税通知
書送達先）

   鹿児島県西之表市西之表7612番地
印刷業

（ 15百万円）

（法人にあって
はその名称及び
代表者の氏名）

平成　　元年　　４月
13 ．税務会計上の償却方法 定率法・定額法

（電話22‐1111）

（電話099‐254‐1234）

資産の種類
取    得    価    額

15．市区町村内にお
ける事業所等資産
の所在地

前年前に取得したもの（イ） 前年中に減少したもの（ロ）前年中に取得したもの（ハ） 計（イ）－（ロ）＋（ハ）＝（二） 西之表7612番地

46,700,000

評価額 決定価格 課税標準額

1,360,000 （有  ・ 無）

48,060,000

資産の種類

①

②

③

※※

※

円 円

円

620,000

記載例・①

前年中に減少した資
産の取得価格を種類
別に集計して記入し
てください。

前年中に増加した資
産の取得価格を種類
別に集計して記入し
てください。

集計結果を記入し
てください。

住所・氏名が変更された場合
は修正してください。

申告内容について問合せることがあり
ますので、必ず記入してください。

下記の事項について記入

・資産に変更がある場合→「増減あり」

・資産に変更がない場合→「増減なし」
・償却資産を所有していない→「該当資産なし」
・廃業した場合→「令和〇年〇月〇日廃業」
※その他、特例適用資産や非課税資産等、申告に必
要な事項及び償却資産の評価に係る事項

36,980,000

37,600,000

78,000,000

1,370,000

79,370,000

個人の方は、マイナンバー。
法人の方は法人番号を記
入してください。

（ホ （ヘ （ト）

該当する区分に必ず
〇をつけてください。



頁

年
号

年 月 率
コ
ー
ド

1 2 二色機 1 4 12 4 35,980,000 11
１・２
３・４

廃棄

2 2 印刷機 1 4 12 4 1,000,000 10
１・２
３・４

廃棄

3 2 太陽光発電　（設置住所を記載） 1 4 27 4 20,000,000 17
１・２
３・４

4 2 二つ折機 1 4 24 4 350,000 6
１・２
３・４

省令改正に
よる

5 2 自動結束機 1 4 16 10 520,000 11
１・２
３・５

省令改正に
よる

6 2 印刷機 1 4 28 4 4,300,000 10
１・２
３・６

7 6 応接セット 1 4 18 4 400,000 8
１・２
３・７

8 6 エアコン 1 4 28 4 120,000 6
１・２
３・８

9 6 カラープリンター 1 4 16 4 620,000 5
１・２
３・９

廃棄

10 6 パソコン 1 5 6 4 220,000 4
１・２
３・１

11
１・２
３・４

12
１・２
３・４

13 2 デジタル印刷機 1 5 7 4 78,000,000 4
１・２
３・４

14 6 カラープリンター 1 5 7 4 650,000 5
１・２
３・４

中種子支店
から移動

15 6 サーバー 1 5 7 4 720,000 5
１・２
３・４

16
１・２
３・３

17
１・２
３・４

18
１・２
３・４

19
１・２
３・４

20
１・２
３・４

21
１・２
３・４

22

23
１・２
３・４

注意「増加事由」の欄は、１　新品取得、　２　中古品取得、　３　移動による受入れ、　４　その他のいずれかに○印を付けて下さい。

取得価額 摘　要資産コード

減
価
残
存
率

所有者コード 令和８年度 所有者名

資産の名称等

数
　
　
量

取得年月 耐
用
年
数

第
二
十
六
号
様
式
別
表
一

償却資産種類別明細書（増加資産・全資産用）

行
番
号

資
産
の
種
類

価　格

課税標準
の特例

課税標準額

増
加
事
由

※

（イ） （ハ）（ロ）

※

（イ） （ハ）（ロ）

記載例・②

前年中に取得した資産
の数量、取得年月、取
得価格、耐用年数を記
入してください。

耐用年数が変更となる場合は、修正後
の耐用年数を記入し、摘要欄に必ず理
由を記入してください。
省令改正により変更となる資産につい
ては、「省令改正による」旨の表示を必
ず記入してください。

前年中に減少した資産に朱
線を引いて消してください。

中古で取得した資産につ
いても記入してください。

下記の注意書きを見て、該当
するものに○をしてください。

中古で取得した資産や、減少した資産につい
て、理由を記入してください。
また、省令改正により耐用年数が変更となる
資産については、「省令改正による」旨の表示
を必ず記入してください。

３：昭和
４：平成
5：令和

10

10太陽光発電について
は設置場所の住所
の記入をしてください。

資産の種類は、
１．構築物
２．機械・装置
３．船舶
４．航空機
５．車両・運搬具
６．工具、器具・備品
を記入


